
素 形 材 ・
産 業 機 械 ・
電 気 電 子
情 報 関 連
製 造 業 分 野

建 設 分 野
造 船 ・ 舶 用
工 業 分 野

農 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 153 23 66 23 21 11 9

ベ ト ナ ム 92 14 46 14 10 5 3

中 国 36 7 18 1 5 2 3

フ ィ リ ピ ン 8 0 0 4 2 1 1

イ ン ド ネ シア 7 2 2 0 2 1 0

タ イ 4 0 0 4 0 0 0

ネ パ ー ル 3 0 0 0 1 2 0

台 湾 2 0 0 0 1 0 1

ミ ャ ン マ ー 1 0 0 0 0 0 1

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れのある国籍・地域、特定産業分野のみ記載している。

(令和６年６月末現在）

【第１表】国籍・地域別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数

国籍・地域 総 数

造船・舶用工業

２３人（１５．０％）

素形材・産業機械・

電気電子情報関連製造業

２３人（１５．０％）

【第１－１図】特定産業分野別割合

建設

６６人（４３．１％）

農業

２１人（１３．７％）

外食業

９人（５．９％）

飲食料品製造業

１１人（７．２％）

インドネシア

７人（４．６％）

フィリピン

８人（５．２％）

ベトナム

９２人（６０．１％）

【第１－２図】国籍・地域別割合

中国

３６人（２３．５％）

ミャンマー

１人（０．７％）
台湾

２人（１．３％）

ネパール

３人（２．０％）

タイ

４人（２．６％）



素 形 材 ・
産 業 機 械 ・
電 気 電 子
情 報 関 連
製 造 業 分 野

建 設 分 野
造 船 ・ 舶 用
工 業 分 野

農 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 153 23 66 23 21 11 9

北 海 道 3 0 0 0 1 0 2

青 森 県 2 0 0 0 2 0 0

岩 手 県 0 0 0 0 0 0 0

宮 城 県 0 0 0 0 0 0 0

秋 田 県 0 0 0 0 0 0 0

山 形 県 0 0 0 0 0 0 0

福 島 県 3 0 0 0 3 0 0

茨 城 県 3 1 1 0 1 0 0

栃 木 県 1 0 0 0 0 0 1

群 馬 県 7 1 1 0 5 0 0

埼 玉 県 10 0 8 0 2 0 0

千 葉 県 2 0 1 0 1 0 0

東 京 都 6 0 5 0 0 0 1

神 奈 川 県 6 0 6 0 0 0 0

新 潟 県 0 0 0 0 0 0 0

富 山 県 0 0 0 0 0 0 0

石 川 県 3 2 1 0 0 0 0

福 井 県 0 0 0 0 0 0 0

山 梨 県 0 0 0 0 0 0 0

長 野 県 1 1 0 0 0 0 0

岐 阜 県 3 0 3 0 0 0 0

静 岡 県 6 1 3 0 2 0 0

愛 知 県 17 7 6 0 1 1 2

三 重 県 7 2 2 1 2 0 0

滋 賀 県 1 0 1 0 0 0 0

京 都 府 2 0 2 0 0 0 0

大 阪 府 10 6 3 0 0 0 1

兵 庫 県 8 2 1 4 0 0 1

奈 良 県 0 0 0 0 0 0 0

和 歌 山 県 0 0 0 0 0 0 0

鳥 取 県 0 0 0 0 0 0 0

島 根 県 0 0 0 0 0 0 0

岡 山 県 4 0 1 3 0 0 0

広 島 県 15 0 4 11 0 0 0

山 口 県 2 0 0 0 0 2 0

徳 島 県 4 0 3 0 1 0 0

香 川 県 6 0 5 0 0 1 0

愛 媛 県 1 0 0 1 0 0 0

高 知 県 1 0 0 0 0 1 0

福 岡 県 7 0 3 0 0 4 0

佐 賀 県 5 0 5 0 0 0 0

長 崎 県 4 0 0 3 0 1 0

熊 本 県 1 0 0 0 0 1 0

大 分 県 0 0 0 0 0 0 0

宮 崎 県 0 0 0 0 0 0 0

鹿 児 島 県 1 0 1 0 0 0 0

沖 縄 県 1 0 0 0 0 0 1

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　本表の都道府県は在留外国人の住居地の都道府県である。

注３） 特定技能２号外国人の受入れのある特定産業分野のみ記載している。

都道府県 総 数

【第２表】都道府県別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数
(令和６年６月末現在）



分 野

23 -

機械金属加工 電気電子機器
組立て

業務区分 業務区分

17 6 -                   -                   

建 設 分 野

66

土木 建築
ライフライン・

設備

38 25 3

造船 ・ 舶用工業
分 野

23

造船
舶用電気電子

機器
溶接

10 1 12

農 業 分 野

21

耕種農業全般 畜産農業全般

11 10

飲食料品製造業
分 野

外 食 業
分 野

11 9

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れのある特定産業分野・業務区分のみ記載している。

【第３表】特定産業分野・業務区分別　特定技能２号在留外国人数
(令和６年６月末現在）

素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野 （凡例）


